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日本のインターネ ッ ト教育利用の展開
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　日本におけるインターネットの教育利用は,100校 プロジェクトやこねっと ・プランなどの実験的

プロジェク トによる模索期を終えて,全 国4万校への拡大をにらんだ展開期に移行 している。2000年

1月 の時点で公開されている国内の小学校,中 学校,高 等学校,盲 ・聾 ・養護学校のウェブサイ ト数

の合計の総学校数に対する比率 は,昨 年同期の11.7%か ら19.8%に まで増加 した。ウェブページを公

開している学校のうち61%が ダイアルアップで,ま た,35%が 常時接続でインターネットを利用 して

いる。一方でインターネットに接続されている教室数は9%程 度にとどまり,ア メリカ合衆国の63%

とい う水準から大きく遅れていることがわかった。
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1　 は じめ に

　我 々は1996年 か ら毎年,イ ンターネ ット上 にウェブペ ージを公開 して いる学校 のウェブ

管理者 を対象 として アンケー ト調査を行い,日 本 におけるイ ンターネ ッ トの教育利用 の動

向を定点観 測 してい る。今回がその5回 目 とな る。 この5年 間 に 日本 のイ ンターネ ッ トと

教育 をめ ぐる環境 は大 き く変化 して きた。

　 学校 にお いて イ ンターネ ッ トを利用す る際 には,(1)接 続 環境 の問題(2)運 用 環境 の

問題,(3)授 業 実践 の問題 の3っ の課題 を解決 す る必要 があ る。 国内の イ ンターネ ット教

育利用 プロ ジェ ク トの先駆 け とな った100校 プ ロジェク ト(ネ ッ トワー ク利 用環 境 提供事

業)か らは じまる5年 間 は,日 本 にお けるイ ンターネ ッ ト教育利用 の実験 的な検証 の段 階

(第1ス テ ージ)と 呼ぶ ことがで き,接 続環境 の問題を中心 に様 々な試行錯 誤 が行 われ た

[1]。 現在 行われて いるイ ンターネ ットを利用 した教育 実践 の プ ロ トタイプの多 くが こ

の段階 で登場 してい る。

　 一方,文 部省 は中央教 育審議会の答申[2]を 受 けて,2001年 ま でに国内のすべての学 校

をイ ンター ネ ットに接続す ると表明 した[3]。 これによ り,全 国4万2千 校 への展開を踏 ま

えて,校 内 ネ ッ トワークや地域教育情報 ネ ッ トワークなどの環境整備 が進 んでお り,日 本

の イ ンターネ ッ トの教育利用 は,全 国的な展開 の段階(第2ス テー ジ)に 入 ったといえる。

第2ス テージで は,技 術 ・法律 ・倫理的 な背景 を踏 まえ た,ネ ッ トワー クの運用 ポ リシー

や ガイ ドライ ン,セ キュ リテ ィの確立 などの運用環境 の問題 が重要性 を増 している。2002

年 度 か らの新 しい学習指導要領 の実施 を控 えて,こ れ らの諸環境 の整 備が急務 とな ってい

る。

　 文部省 の コンピュー タの新 整備計画 によれば,こ れまでの ようにコン ピュータ教 室だ け

で はな く,各 教 室 に2台 の コンピュータが設置 される。校内LANの 整備で これ らがインター
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ネ ットに接続 されれ ば,各 教科 や総合 的な学習 の時間などで,日 常的な授業実践 にイ ンター

ネ ッ トを利用す る普及 の段階(第3ス テー ジ)が 到来す ることが期待 され る。

　 こう して急速 に拡大 してい る日本国 内のイ ンター ネ ッ ト教育利用 の現状を把握 し,問 題

点を抽 出す るた めに,学 校 ウェブペー ジの開設 状況 の調査 と学校 のウェブページ管理者 を

対象 と した ア ンケー ト調査 を実施 した。調査 の対 象 は,ウ ェブペ ージを公開 して いる各学

校の ウェブページ管理者 であ り,電 子 メールに よって依頼を行 って いる[4]。

　 今回 の調査 は2000年3月23日 ～4月21日 に 実施 された。2000年1月8日 版 の 「イ ンターネッ

トと教育」[5]に 記 載 されてい る8303校(高2781,中2186,小3056,特280)の 学 校

のペー ジの管理者 を対象 とし,こ の うち電 子 メ ール ア ドレスが記載 されて いた ものが,

6130校(高2039,中1421,小2444,特226)で,電 子 メール ア ドレスの記 載率 は74%

で あ った。 これに もとつ いて各都 道府 県別 に調査依頼 メールを発送 し,890通(高321,

中201,小313,特55)の 有 効回答 を得 た。 回答 率 は15%で あ り昨 年 の23%に 比 べて 少

な くな っている。従 って このデー タか らウェブペー ジを公開 している学校母集 団の性質 を

推定す ることは難 しいが,昨 年 までの データとの比較 によ り回答者集 団のある種 の傾 向を

読 み取 ることは可能 であ ろう。

ll　 学校 のイ ンターネ ッ ト環境

　 1　 学校 ウェブペー ジの開設数 と開設率

　 日本 にお ける初等中等教育 に関わ る学校 ウェ ブペー ジの一 覧を収集 して いる リンク集 は

い くつかあ るが,そ の うち最 も網羅的 な ものは,SCHOOL-NAVIとED-Newsで あ る[6]。

我 々 は,こ れ らの リンク集お よびYahoo!Japan等 の デ ィレク トリサ ー ビス,さ らに独

自調 査を加 えて,公 開 されて いる日本 の学校 の ウェブペー ジ情報 を収集 してい る。1999年

の学校 ウェブペ ージ開設数 は,表1の よ うに70校/週(昨 年 は39校/週)の 割合 で 増加 し

て いる。

　 今回 のア ンケー ト調査 に用 いた2000年1月8日 版の 「イ ンターネ ッ トと教育」 の学校 ペー

ジの デー タに よれ ば,こ の時点 で全 国 の高等 学 校 の50.7%(34.0%),中 学 校 の19.5%

(11.6%),小 学 校 の12.6%(6.6%),盲 ・聾 ・養護学校 の28.5%(16.1%),合 わ せ る と 日

本 の学校 の19.8%(11.7%)が イ ンター ネ ッ ト上 に ウ ェブペ ー ジを公 開 して お り,こ の

1年 で ほぼ倍増 して いることがわか る(カ ッコ内は昨年 同期 の値)。

　 さて,こ のデー タか ら,都 道府県別 の ウェブペ ージ開設数を求 め,こ れ をその都道府県

の総学校数(小 学校+中 学校+高 等学校+盲 ・聾 ・養護学校)で 割 った ものを,学 校 ウェ

ブペー ジの都道府県 別開設率 と呼ぶ。学 校数 は平成11年 度 の文部省 の学校基本調査報告書

[7]に よ る。

　 学校 ウェブペー ジ開設 率の上位10県 を あげると,岐 阜県(48.9%),香 川 県(46.8%),

秋 田県(41.5%),京 都 府(41.1%),佐 賀 県(37.6%),富 山 県(35.6%),茨 城 県(35.1

%),石 川 県(31.8%),高 知 県(28.4%),岡 山県(25。6%)と な る。 開設率 が下位 の県で

は9%程 度で あ り,上 位県 とはかな りの格差 があ る。 ただ し,開 設 率 それ 自体 が各地 域 の

学校 の活動 の質 に直結 しない場合 もあ るので注意 しなければな らない。



表1学 校ウェブページの開設数の推移

2学 校 のインターネッ ト接続形態 と接続環境

1999年3月 の文部 省の調査[8]に よ れば,全 国 の公立 学校 の35.6%が イ ンター ネ ッ トに

接続 されてお り,ま た我 々のデー タか ら,そ の時点 で全 国の学校 の11.7%が 学 校の ウェブ

ペー ジを持 っていた。 っま りイ ンターネ ッ トに接続 されてい る学校 のおよそ33%(文 部 省

調査 では35%)が ウ ェブペー ジを公開 してい る。 なお,接 続 されてい る学校 の ウェブペー

ジ開設率 は昨年 に比 べ03-5%減 少 してい る。

昨年 か らの推 移で特徴的な ことは,ダ イヤル ア ップ接続が相変わ らず主 流で はあるが,

70%か ら60%に 減少 し,逆 に専用線接続が20%か ら35%に 増 加 した ことであ る。 アメ リカ

合衆 国の国立教 育統 計セ ンターの報告[9]に よ れば,1996年 か ら1999年 にかけての4年 間で,

ダイ アル ア ップ接続が61%か ら14%に 減 少 し,逆 に専用線接続が39%か ら86%に 増 加 して

い る。 日本 において も都市部を中心 と して定額制の接続サ ー ビスが整備されっっあるため,

学 校の常時接続環境 も,今 後急速 に整備 されて い くことが予想 され る。

表2学 校のインターネット接続形態

イ ン タ ー ネ ッ ト接 続 形 態 高校 中学 小学 養護 合計 比

未接続

公衆線(ア ナログ)

公衆線(ISDN)

専用線(64kbps～)

高速専用線(1.5Mbps～)

その他

合 計



学校 におけるイ ンターネ ッ トに接続 された端末数 とイ ンター ネッ トが利用で きる教室数

を調べ た結果を次 に示す。接続 された端末数 は,0台1%,1台11%,2-3台10%,4-5台4

%,6-10台11%,11-20台10%,21-30台12%,31-40台6%,41-50台13%,51台 以 上11%

と な っている。 またこれ か ら,今 回 の調査結果 の対象 とな った学 校 にお ける,接 続 された

端末 の平均台数 は29台(高41台,中37台,小13台,養15台)と な る。

日本 の学校 あた りの平均児童 ・生徒数 を390人 とす ると[7],接 続 された端 末 あ た りの

平均児童 ・生徒数 は13人 で あ り,イ ンターネ ッ トに接続 された学 校の割合を60%と 仮 定 し

て全国平均すれ ば22人 とい う水準 に相 当す る。 これは,昨 年 の60人 か ら急 速 に改善 されて

はいるが,ア メ リカ合衆国 の平均9人[9]の 約2倍 強 となって いる。

次 に,イ ンターネ ッ トを利用で きる教室数 をみよ う。0室13%,1室45%,2室16%,3

室5%,4室4%,5室2%06室2%,7室1%,8室1%,9室 以上6%と な ってい る。

平均す るとイ ンターネ ッ トが利用可能 な教室数 は2.8室(高2.1室,中3.3室,小2.9室,養

3.6室)で あ り,昨 年 とほとん ど変 わ っていない。

学校 の平均学級数 を12.3と し[7]0学 校 あた りの特別教室数 を仮 に5と す る と,今 回 の

調査結果 の対象 となった学校 にお ける教室 のイ ンターネ ッ ト接 続率 は16%と な り0全 国の

学校で平均すれ ば9%の 水準 に相 当す る。 これ はアメ リカ合衆国 の教室 の平均接続率63%

[8]の1/7に しかす ぎない。

表3学 校の設備等における問題点(2項 目選択,計200%で 表示)

設備等の問題 高 校 中 学 小 学 養 護 合 計 比

校内ネットワークが未整備

接続端末数の不足

システム保守運営費用不足

回線費用不足(接 続速度)

メールサーバが校内未設置

接続端末機能不足

回線費用不足(接 続時間)

WWWサ ーバが校内未設置

その他

合 計

学 校 にお けるインター ネッ ト接 続環境の問題 を2項 目選 択で尋ねた結 果 「校内ネ ットワー

クの整備が不十分 であ る」 が最 も多 く46%に 達 した。 また 「イ ンターネ ッ トに接続 で きる

コンピュー タの数 が少ない」 が30%で これ に続 く。接続 され た コンピュー タの台数 に関 し

て は,昨 年 と比較 して改善 の傾 向が うかがえ る。 しか し,校 内ネ ッ トワークの整備 は遅 れ

てお り,新 しい学習指導要領 にお ける総合的な学習 の時間 の導入 や0各 教科 における コン

ピュー タや情報通信 ネ ッ トワー クの活 用を考えた場合
,コ ンビ3タ 教室へ の集中配置 だ

けではな く,普 通教室へ の分散配 置が重要 とな るため,早 急 に校内 ネ ッ トワークの整備 を

進 める必要 がある。
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インターネットを教育に利用する際,マ ルチメディアリソースの書庫(ア ーカイブ)と

しての役割が活用の1っ の柱 となっている。では,イ ンターネット上では現在どんな教育 ・

学習情報が必要 とされているのだろう。不足 している教育 ・学習情報を2項 目選択で尋ね

た結果を表4に 示す。この傾向 も昨年 とあまり変化がなかった。教育実践報告や指導案 と

いった,授 業に直接参考 となる情報0イ ンターネットをどのように活用 しているかという

方法論的な情報に対する需要が高い。次に,画 像や統計資料などの素材データ,あ るいは

教育用 ソフトウェア,電 子教科書のような教材データが位置している。今後,イ ンターネッ

トの教育利用が進んで,活 用の方法論がある程度浸透すれば,教 育 ・学習素材情報に対す

る要求が高まっていくことも予想される。

表4不 足 している教育 ・学習情報(2項 目選択,計200%で 表示)

不 足している教育 ・学習情報 高 校 中 学 小 学 養 護 合 計 比

実践事例報告 ・学習指導案

画像 ・統計資料(素 材)

教育用ソフトウェア

電子教科書 ・参考書

国内 ・国際交流先紹介

共同学習 ・催 し物案内

図書館 ・美術館 ・博物館情報

その他

合 計

さて,こ れらの教育 ・学習情報を受信する場合あるいは発信する場合の問題点をそれぞ

れ2項 目選択 してもらった結果が表5お よび表6で ある。受信時の問題点の1位 と2位 は,

教育 ・学習の場で利用可能な情報の絶対量が少ないことやこれを探 し出すことが容易でな

いことを示 している。また自由記述欄では,特 に小学生向けに表現されたページ(漢 字,

用語など)が 少ないことが指摘されていた。一方,3位 と4位 は情報の質の問題であり,

学校で安心 して使 うためにはなんらかの形での情報の選択が必要 とされている。ただし,

これに関 しては,児 童 ・生徒 自身の情報選択能力や判断力を育成することの重要性も指摘

されている。

情報発信時の問題も昨年 と同様の結果が得 られた。校内の組織が未整備であることおよ

び,コ ンテンッの作成や更新に手間がかかることが上位にあることは,調 査対象となった

学校のウェブページ管理者への負担の集中をうかがわせるものである。また,プ ライバシー

の保護や著作権からくる発信内容の制約などが大きいとの指摘が昨年に比べて目立ち,実

際の活動が進むに連れて明 らかになる問題 も多い。



表5情 報受信時の問題点(2項 目選択,計200%で 表示)

情報受信時の問題点 高 校 中 学 小 学 養 護 合 計 比

過剰な情報からの取捨選択が困難

必要な教育用の情報が存在しない

不適切な情報を排除できない

情報の信頼性に不安がある

教育効果がうまく評価できない

情報が外国語のままである

情報が頻繁に移動、変更される

その他

合 計

表6情 報発信時の問題点(2項 目選択,計200%で 表示)

情報発信時の問題点 高 校 中 学 小 学 養 護 合 計 比

校内の組織が未整備である

コンテンツの作成 ・更新に手間

プライバシーの保護からの制約

著作権か らくる発信内容の制約

教育効果が うまく評価できない

発信内容の承認手続きが面倒

アクセス ・応答が少ない

その他

合 計

IV交 流 ・共 同学習

イ ンターネ ッ トの教育利用 の もう一 つの柱で ある,イ ンターネッ トを メデ ィアと して利

用 した交流 ・共 同学習 に関 す る質 問を行 った。 交流 ・共同学習の経験 の有無 に関 して は,

経 験 あ りが46%(高31%0中45%,小63%,養59%),経 験 な しが54%(高69%,中55%,

小37%,養51%)と な った。学年が上が るにっれて,教 科 の専門性 が重 視 され,交 流 や共

同学習 の動機が減少 してい るのか もしれな い。 第1ス テー ジでは,イ ンターネ ッ トの教 育

利用 は実験 的な共 同学習 プ ロジェク トを中心 として進んで きたが,イ ンターネ ッ ト接続校

の増加 と共 に,プ ロジェク ト的な活動 が相対的 に減少 して いる。



表7交 流 ・共同学習の経験(2項 目選択,計200%で 表示)

交流 ・共同学習の経験 高 校 中 学 小 学 養 護 合 計 比

経験なし

国内のクラス 。学校

地域のクラス ・学校

海外の学校や人々

校内のクラス、学年間

国内の学校外の人々

地域の学校外の人々

その他

合 計0

次に,交 流 ・共同学習における問題点について尋ねた。「メールアカウントが不足 して

いる」が40%と 最 も多 くなっている。なお,高 等学校 と小学校では傾向が異なり,高 校で

は交流のために電子メールを使用することで生ず るプライバシーの問題が第1位 となって

実践をためらっている様子がみられるが,小 学校では,む しろ,交 流 ・共同学習への関心

がうかがわれ,交 流 ・共同学習の相手が見っからないことや,実 際に実践を進めた結果,

様々な理由で交流が長続 きしないことが指摘 されている。

表8交 流 ・共同学習の問題点(2項 目選択,計200%で 表示)

交流 。共同学習の問題 高 校 中 学 小 学 養 護 合 計 比

メールアカウントが不足

児童 ・生徒のプライバシー

交流 ・共同学習の相手がない

意思疎通 ・長続 きしない

教育効果が評価できない

言葉 ・習慣 ・時間の壁

嫌がらせ ・広告 メール

その他

合 計

交流 ・共同学習 の一位 にあげ られ たメールアカ ウン トの発行数 は,昨 年 の傾向 とほとん

ど変 わって いない。教職員 に関 して は,22%の 学 校で グループアカウ ントも含あて電子メー

ルアカウ ン トが発行 されていない。 これに,ア カ ウン ト数 が,1(30%),2-3(9%),4-5(

4%),5-10(5%)な ど と続 く。調査対象校 におけ る教 職員 アカ ウ ン トの平均 発行数 は,

7.6(高9.6,中7.8,小4.6,特10.6)と な って いる。

また,児 童生徒 に関 して は64%の 学 校 で メール アカ ウン トが発行 されていない。 これに

アカ ウン ト数 が,1(11%),2-5(2%),6-10(3%),11-20(3%)な ど と続 く。 調 査対 象校

にお ける児童生徒 アカ ウ ントの平均 発行数 は,12.4(高19.0,中16,2,小5.0,特3,1)と
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な っ て い る 。

V　 ま と め

　 日本 におけるインターネットの教育利用の第二段階が始まり,学 校 における環境整備は,

2005年 を目標に着実に前進 している。一方,こ れを諸外国と比較 した場合,日 本の進度は

必ず しも トップクラスにあるわけではないが,そ れでも相当な資源が学校教育の情報化の

ために投入されっっある。

　我々は,教 育情報 リンク集 「インターネットと教育」で収集 している情報と全国の学校

ウェブページ管理者に対するアンケー ト調査から,日 本のインターネットの教育利用の展

開の様子を定点観測 している。インターネットへの接続率や,校 内の接続可能な端末数な

ど,校 内ネットワークの整備を除けば,基 本的には環境面の整備はほぼ順調に進行 してい

るようにみえる。

　一方,校 内組織の未整備,教 育 ・学習情報 リソースの不足,電 子メールアカウントの不

足など,運 用上のさまざまな問題点は昨年か らあまり変わ っていない。 ほとんどの教師が

なんらかの形で,情 報技術による新 しい学習環境を咀噛して,活 用を進めるためには,ハ ー

ドウェアやソフトウェアの環境整備に加えて,人 的環境の整備や支援体制の確立が急務で

ある。

　現場の教員か らは,情 報教育に関する専任のスタッフ(教 員)の 手当てが必要であると

意見も多いが,現 実問題としては,予 算の制約が大きいため困難な課題である。次に必要

となるのは教員研修の体制づ くりである。各地方自治体のレベルでは研修 プログラムがこ

なされているが,さ らにその量 ・質ともにいっそ う改善を進め,新 しい学習環境が活かせ

るシステムの構築が切望されている。

謝　辞

たいへんお忙しい中をアンケー トの回答にご協力下さった全国の学校の先生方,

リングリス トその他で議論いただいた方々に深 く感謝いたします。

また 日頃 か らメ ー
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資料 インターネットの教育利用の現状に関する調査

WWWの フ ォー ムと して提示 した調査 票 の本 文(http:〃www.osaka-kyoiku.ac.jp/educ/query.html参

照)を 以下 に示 す.回 答 され た フ ォーム は,集 計者 に メールで転 送 され るよ う設 定 した.な お,回 答 者 の 内

訳 は以 下 の とお りで あ る.

●年 齢:～25才(3%),～30才(9%),～35才(18%),～40才(28%),～45才(25%)0㌣50才(10%),

～55才(5%) ,56才 ～(2%)

●所属:小 学 校教 員(35%)0中 学校 教員(22%),高 等 学校 教員(34%),盲 ・聾 ・養 護学 校教 員(6%),

児童 ・生 徒 ・学 生(0%),PTA・ 学 校 関係者(1%),そ の他 ・無回答(3%)

●教科:理 科(24%),算 数 ・数 学(18%),社 会(15%),国 語(6%),工 業系(6%)0技 術 ・家庭

(5%),商 業 系(5%),英 語(4%),図 工 ・美術(3%),保 健 体育(2%)0音 楽(2%),

農業 系(1%)0そ の他 ・無回 答(10%)

[A]学 校 のWWWペ ー ジ及 び設備

A-1学 校 の所 在地(都 道 府県),校 種 を選 んで くだ さ い.

(都道 府県 名 リス ト 省 略),高 等 学校 中学 校 小 学校 盲 ・聾 ・養 護学 校 そ の他

複数 の校 種 にま たが るペ ー ジを管理 されて い る場 合 は,最 も関 係 の深 い もの を1っ 選 んで ください.

A-2学 校 の規 摸 を児童 ・生 徒数 で お答 え くだ さい.

1)1～2)50～3)100～4)150～5)200～6)250～7)300～

8)400～9)500～10)600～11)700～12)800～13)900～14)1000～

15)1100～16)1200～17)1300～18)1400～19)1500～

A-3あ な たの 学 校 はイ ン ターネ ッ トに何 らか の形 で接 続 されて い ます か.

次 の中 か ら最 も当て は ま るもの を1っ 選 ん で下 さい.

1)学 校 はイ ン ターネ ッ トに接 続 され て いな い2)公 衆 回線(ダ イ ヤル ア ップ,ア ナ ログ)で 接続3)公

衆 回線(ダ イ ヤル ア ップ,ISDN)で 接 続4)専 用 回 線(デ ジ タル64kbps以 上,INS64,0CNエ コ ノ

ミーな ど)で 常 時接続5)高 速 専用 回線(1.5Mbps以 上,デ ジ タル専用 線,CATV,衛 星 な ど)で 常 時

接 続6)そ の他(具 体 的 に)

A-3で1)を 選 択 さ れた方 は,Bに 移 動 して くだ さ い.

A-4あ な たの学校 には イ ンター ネ ッ トに接 続 され てい る

パ ー ソナル コ ンピ ュー タが何 台 あ ります か.

1)0台2)1台3)～3台4)～5台5)～10台

6)～20台7)～30台8)～40台9)～50台10)そ の他(具 体 的 な数)

A-5あ な たの 学 校 に はイ ンター ネ ッ トを授 業 で利用 で き る教 室 が何室 あ ります か.

(普 通教 室 ・特 別教 室 ・図書 室 ・コ ン ピュー タ教 室 な ど)

1)0室2)1室3)2室4)3室5)4室

6)5室7)6室8)7室9)8室10)そ の他(具 体 的 な数)

A-6あ な たの 学 校 でイ ンター ネ ッ トを利用 す る場合 に,設 備 な どの面 で

特 に障 害 にな って い るこ とはな んで すか.主 な もの を2っ 選 んで下 さい.

1)保 守運 営費 用 が不足 し,シ ステ ムの維持(障 害 対応,シ ス テム更新)が 十 分 で きな い2)回 線接 続費

用 が 不足 し,接 続時 間 が十分 に確 保 で きな い3)回 線 接 続費 用 が不足 し,回 線 容 量(ア クセ ス速 度)が

不 十 分 であ る4)校 内 ネ ッ トワー クが未 整備 で利 用 で きる場所 が 限定 され て い る5)イ ンター ネ ッ トに

接 続 で き る コン ピュー タの数 が不足 して いる6)イ ン,ターネ ッ トに接 続 で き るコ ン ピュー タが古 く機 能

が不 十分 で あ る7)WWWサ ーバが 校 内に な く,ウ ェブ ペー ジの更新 が容 易 で ない8)メ ー ルサ ー バ が

校 内 にな く,メ ール ア カウ ン トの発 行 が 自由に で きな い9)そ の他(具 体 的 に)

[B]教 育 ・学 習情報(リ ソー ス)

B-1「 教 育 ・学習 に関 連す るWWWペ ー ジの情報 」を ど のよ うに して

探す ことが多 いで すか.主 な もの を2っ 選 んで下 さい.
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1)書 籍(イ エ ローペ ー ジ),雑 誌 　 2)メ ーVン グ リス ト,メ ー ルマ ガ ジン　 3)ネ ッ トニ ュー ス,BBS・

会 議室 ・フ ォー ラム　 4)一 般 的 なデ ィ レク トリサ ー ビス(yahooな ど)　 5)一 般 的なサ ーチエ ンジンサー

　 ビス(gooな ど)　 6)学 校 向 けデ ィレク ト1」サ ー ビス(イ ンター ネ ッ トと教育 な ど)　 7)学 校 向 けサ ー

　チ エ ンジ ンサ ー ビス(学 校検 索 な ど)　 8)そ の他(具 体 的 に)

　 (注:こ こで の サー チエ ンジ ンサ ー ビス とは,ロ ボ ッ ト収集 によ る全文 検索 シス テム によ る ものを指 して

　い ます.カ テ ゴ リに分 類 され た リ ンク集 はデ ィ レク トリサ ー ビス と呼 ぶ こ とに します.)

B-2　 イ ン ター ネ ッ ト上 で不 足 して い ると思 われ る教育 ・学習情 報 は何 で すか.

　 　 　　主 な ものを2っ 選 ん で下 さ い.

　1)共 同学 習 企画 ・催物案 内 　2)国 内 ・国 際交流 先 紹介 　3)実 践 事例 報 告 ・ 学 習 指 導 案 　4)図 書 館 ・

　美術 館 ・博 物館 情報 　 5)画 像 ・統 計 資料　 (素材)　 6)電 子教 科書 ・参 考 書　7)教 育 用 ソフ トウ ェア

　8)そ の他(具 体 的 に)

B-3　 WWWで 教育 ・学 習情 報 を利 用す る場 合,ど ん な点 に困 難 を感 じますか.

　 　 　　主 な もの を2っ 選 んで下 さい.

　 1)必 要 な教育 用 の情報 が存 在 しない　 2)過 剰 な情 報 か らの取 捨選 択 が困難 　 3)情 報 が 頻 繁 に移 動,変

　更 されて い る　 4)情 報 が外 国語 の ま まであ る　 5)情 報 の信頼 性 に不安 が あ る　 6)児 童生 徒 に不 適 切 な

　情 報 を排 除 で きな い　 7)教 育効 果 が うま く評 価 で きな い　 8)そ の他(具 体 的 に)

B-4　 WWWで 学 校 か ら情 報 を発信 す る際 に障 害 にな って い る こと はなん です か.

　 　 　　 主 な もの を2っ 選 ん で下 さい.

　 1)校 内 の組織 が 未整備 で あ る　 2)発 信 内 容 の承 認 手続 きが面 倒　3)プ ライバ シー保 護 か らの制 約 　 4)

　 著作 権 か らくる発信 内容 の制 約　 5)コ ンテ ンッの作 成 ・更 新 に手 間が かか る　 6)WWWペ ー ジへ の ア ク

　 セ ス ・応 答 が少 な い　 7)教 育 効果 が うま く評価 で きない　 8)そ の他(具 体 的 に)

[C]交 流 ・共 同 学習(メ デ ィア)

C-1　 イ ンター ネ ッ トを用 い た,交 流 ・共 同学 習 を行 った ことが あ ります か.

　　 　 主 な もの を2っ 選 ん で下 さい.

　1)な し　 2)校 内 の クラ ス,学 年間 で 　3)地 域(同 じ自治 体)の ク ラス ・学校 と　 4)地 域 の学 校外の人々

　 (社 会人,学 生 な ど)と 　 5)国 内(県 外)の クラス ・学校 と　 6)国 内 の学校 外 の人 々 と　 7)海 外 の 学 校

　や学校 外 の人 々 と　 8)そ の他(具 体的 に)

　　 　 　C-1で 　 1)を 選択 され た方 は,C-3に 移動 して くだ さい.

C-2　 あな たの学 校 で は,教 職員 に メール ア カウ ン トが い くっ発 行 され てい ます か.

　　 　 　発 行数 を以 下 か ら選 ん で くだ さい(グ ル ープ ア カウ ン トも1っ と し,私 的 に持 って いる もの は

　　 　 　含 めませ ん)

　1)　　　0　　　2)　　　1　　　3)　～　3　　　4)　～ 　5　　　5)　～10　　　6)　～15　　　7)　～20

8)～259)～30　 10)～35　 11)～40　 12)41～ 　13)そ の他(具 体 的 に)

C-3　 あ なた の学 校で は,児 童 ・生 徒 に メー ルア カ ウ ン トが い くっ発 行 され て い ますか.

　　 　 　発行 数 を以 下か ら選 んで くだ さい(グ ルー プ アカ ウ ン トも1つ と し,私 的 に持 って い る もの は

　　 　 　含 め ません)

　 1)　　　　0　　　　2)　　　　　1　　　3)　～　　5　　　4)　～　10　　　　5)　～　20　　　　6)　～ 　30　　　　7)　～　40

　8)～50　 9)～100　 10)～200　 11)～300　 12)301～ 　 13)そ の他(具 体 的 に)

C-4　 電 子 メ ール,電 子 掲示 板 な どに よる交流 ・共 同学 習 を進 め る際 に何 が障害 とな りま すか.

　　 　 　主 な ものを2つ 選 ん で下 さい.

　 1)メ ール アカ ウ ン トが不足 して い る　 2)交 流 ・共 同学 習の相 手 が見 つ か らな い　 3)言 葉 ・習 慣 ・時 間

　 の壁 が あ る　 4)意 思疎 通 がで きず,交 流 が長続 き しな い　 　5)児 童 ・生 徒 の プ ライバ シーが保 て るか 不

　 安　 6)い やが らせ,広 告 な どが防 げな い　 7)教 育 効 果 が うま く評 価で きない　 8)そ の他(具 体 的 に)

[D]運 用体制

D-1　 あなたの地域あるいは学校で作成されているネットワーク

　　　　利用ガイドラインは、活用の実態と比べて適当ですか。
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1)ガ イ ドライ ンはない2)ガ イ ドライ ンを作成 中3)制 約 が 多 い4)や や制 約 が あ る5:1制 約 は少

な い

D-2あ な たの学 校 の教員 の うち、 学校 で イ ンター ネ ッ トを

利 用 して い る人 は何 割程 度 で しょう。

1)0～2割 程度2)2～4割 程度3)4～6割 程 度4)6～8割 程 度5)8～10割 程度

D-3あ な たの学 校 の教 員 の うち、 授業 の中 で イ ン ターネ ッ トを

活 用 して い る人 は何 割 程度 で しょ う。

1)0～2割 程度2)2～4割 程 度3)4～6割 程 度4)6～8割 程度5)8～10割 程 度

D-4イ ンター ネ ッ トの活用 を進 め る ため に は、人 の問 題が

重要 です が、 どの よ うな方法 が望 ま しい と思 い ますか。

主 な ものを2っ 選 ん で下 さ い。

1)情 報 教育 担 当教員 の配 置2)テ ィー ムテ ィーチ ング3)教 育 セ ンター ス タ ッフ の充 実4)企 業S

Eな どの派 遣5)ボ ラ ンテ ィア との協 力6)学 生 アル バ イ トの活 用7)校 内外 の研 修 の充 実8)そ

の他(具 体 的 に)

[E]回 答者

次 の中 か ら最 もよ く当て は まる番号 をそれ ぞ れ1っ 選 んで下 さい。

E-1年 齢

1)～25才2)～30才3)～35才4)～40才5)～45才6)～50才7)～55才8)56才 ～

E-2所 属

1)小 学校 教 員2)中 学 校教 員3)高 等 学校 教員4)盲 ・聾 ・養護 学校 教員5)学 生,生 徒,児 童

6)PTA,学 校関 係者7)そ の他(具 体 的 に)

E-3担 当の(ま た は関心 の あ る)教 科

1)国 語2)社 会3)算 数/数 学4)理 科5)音 楽6)図 画工 作/美 術7)保 健体育

8)技 術 ・家 庭9)英 語10)農 林水 産 系11)工 業系12)商 業 系13)そ の他(具 体的 に)

E-4関 心 の あ るキ ー ワー ドで 、主 な ものを2っ 選 ん で下 さい。 」

1)接 続環 境 ・校 内LAN設 備2)セ キ ュ1」テ ィ ・ガ イ ドライ ン3)モ ラル ・メデ ィア リテ ラ シー4)

教 員研 修 ・校 内組 織5)情 報 教 育 ・総合 的 な学習6)教 科 教育 ・学 習環 境7)カ リキ ュ ラ ム ・評 価

8)共 同 学 習 ・プ ロジ ェク ト9)そ の他(具 体 的 に)

Fご 意 見0ご 感想 な どがあ りま した ら自由 にお書 き下 さい.
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       Trends of K-12 Activities on the Internet in Japan 

                          Kunio  KOSHIGIRI 

          Division of Science Education, Osaka Kyoiku University, 

 After the 5 year experience of the 100-school networking project started at 1994, we 

are now in the second stage of IT educational reform in Japan. 

 Monbusho (The Ministry of Education, Science, Sports and Culture) plans to 

extend the Internet connectivity to all the schools in Japan until 2001. Furthermore 

connetivity to all the classrooms is planed until 2005. 

 We have send a query form to the web administrator(teacher)s of 6130 schools 

which has a school home page and an e-mail address to contact with, and we have 

obtained answers of 890 schools. The results of this survery are summarized as 

follows:  

(  1  ) The ratio of the dial up line and dedicated line connection is 6 : 3.5  

(  2  ) The number of the connected PC's per connectied school is 29. 

 (3) The percentage of the connected instruction rooms is 9%. 

Key  Words  : Internet, K-12, education, WWW, mail


